
報 告 資 料 

総 務 委 員 会 
17. 2. 24 総務部税務課 

放置自転車等対策推進税条例の施行について 

総務大臣意見書に基づく協力要請 

大臣意見書を尊重し、区長が各社を訪問して課税を一年遅らせ平成18年度からと

する旨を説明するとともに、放置自転車問題への理解と対策協議会への協力を要請 

（平成16年） 11月24日 JR東日本（副社長） 
蛇月20日 西武鉄道（常務取締役）、東京メトロ（代表取締役専務） 

（平成17年） I月19日 東武鉄道（常務取締役）、都交通局（局長） 

2．施行規則等の概要 

(1）施行期日を定める規則（別紙1) 

平成18年度から課税する場合、課税標準が平成17年度の乗車人員実績となることから

条例の施行期日を平成17年4月1日とすることを規定 

(2）条例施行規則（別紙2) 

条例の施行について必要な事項を規定 

第3条 課税標準；課税標準数の算出方法について規定 

第4条 帳 簿；備え付け帳簿について規定 

第5条 減 免；減免額算定方法、その他事項の項目、申請手続き等を規定 

第6条 様 式・申告書、納付書、更正・決定等通知、減免申請書等の様式を規定 

附 則 規則施行日・  平成17年4月1日 

3．平成18年度課税までの日程

平成17年 

3月 	鉄道事業者の担当者に対し、本税事務手続等について説明 

4月 1日 条例施行 

（自転車等駐車対策協議会における協議継続） 

平成18年 

3 月 

U 月 

10 月 

平成19年 

1月末 

（自転車等駐車対策協議会より答申） 

（自転車等の駐車対策に関する総合計画を策定） 

平成18年度放置自転車等対策推進税 申告月 

平成18年度放置自転車等対策推進税 納付期限 





~別i紙 2「 

豊島区放置自転車等対策推進税条例施行規則（案） 

（趣旨） 

第一条 この規則は、豊島区放置自転車等対策推進税条例（平成十五年豊島

区条例第四十五号。以下「条例」という。）第七条第一項、第八条第二項、第

十一条、第十三条、第＋四条第一項及び第二項並びに第十五条の規定に 

基づき、条例の施行について必要な事項を定める。 	 ％ 

（用語） 	 、 

第二条 この規則における用語の意義は、条例で使用する用語の例による。 

（課税標準数の算出方法） 

第三条 条例第七条第一項に規定する課税標準数1ま、鉄道事業等報告規則 

（昭和六十二年運輸省令第九号）第二条第一項に規定する鉄道事業実績

報告書の輸送人員の算出方法を基本に、区内における各駅旅客発着通過

人員を示す数値のうち乗車人員を合計して算出する。 

（帳簿等） 

第四条 条例第十三条に規定する帳簿（その作成に代えて電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他の人の知覚によっては認識することができない方式 

で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う0 ）の作成がされている場合における当該電磁的記録を含む。）には、第六

条第一項第一号に定める放置自転車等対策推進税申告書に添付する付表

に記載すべき区内における各駅旅客発着人員に関する数値を記録しなけれ 

ばならない。 	 三 

（放置自転車等対策推進税の減免） 

第五条 条例第＋四条第一項第ー号に該当する者に対ずる放置自転車等対

策推進税については、前年度における当該自転車等駐車場の自転車等の収 

容台数（レンタサイクル事業を実施している場合は、レンタサイクル自転車の台

数を収容台数とみなす。）一台につき四万円を乗じて得た額に当該前年度の

総日数に対する当該自転車等駐車場の開設日数の割合を乗じて得た額（当

該金額に百円未満の端数があるときは、その端数金額を百円に切り上げるも

のとするb ）を減免する。 

2 条例第十四条第一項第二号に該当する者に対する放置自転車等対策推 



進税についでは、前年度における当該提供用地の面積（その面積に一平方メ 

ートル未満の端数があるときは、その端数を一平方メートルに切り上げるものと 

J する。）一平方メートルにつき一万二千円を乗じて得た額に当該前年度の総

日数に対する当該提供用地の提供日数の割合を乗じて得た額（当該金額に

百円未満の端数があるときは、その端数金額を百円に切り上げるものとする。） 

を減免するQ 

3 条例第十四条第一項第三号に規定する区長が認める者は、次の各号に掲

げる者とし、これらの者に対する放置自転車等対策推進税については、それぞ

れ当該各号に定める額を上限として、区長が前年度における放置自転車等

対策に対する特別の寄与の程度を掛酌して定めた額を減免する。 

― 区内に所在する鉄道駅周辺において、専ら鉄道利用客のために自転車

等駐車場を第三者に委託tて整備し、かつ、運営する者 第一項に定める

算出方法により算出して得た額 

ニ 自転車等駐車場用地又は撤去自転車の保管用地等として使用できる土

地を、豊島区が算定する適正な価額よりも特に低廉な価額で豊島区に提

供する者 前項に定める算出方法により算出して得た額 

三 豊島区が実施する放置自転車等の整理、撤去又は保管に係る対策事業

に対して、自らの負担により恒常的に人員を派遣する者 当該派遣人員の

人件費相当額 

4 前項各号の規定により放置自転車等対策推進税の減免を受けようとする者

が、前項各号に定める行為に着手する場合は、あらかじめ、その方法、期問等

について、区長に協議を申し出なければならない。 

5 放置自転車等対策推進税の減免を受けようとする者は、条例第七条第一項

に定める申告書の提出期限までに、第六条第一項第六号に定める放置自転

車等対策推進税減免申請書に減免を受ける理由を証する書面を添えて、申

請しなければならない。 

'（申告書等の様式） 

第六条 次の各号に掲げる申告書等の様式は、当該各号に掲げるところによる。 

一 放置自転車等対策推進税申告書（条例第七条第一項の申告書）別記

第一号様式 

放置自転車等対策推進税納付書 別記第二号様式 

放置自転車等対策推進税修正申告書（条例第八条第二項の修正申告 





所 在 地 

（担当部署名） 

（担当者名） 

（電話番号） 

印 

納

税
義
務

者 

名称及び代表者氏名 

この申告の 

担当部署名等 

① 
計 

定期 定期外 

前年度（ 年4月～ 年3月）乗車人員内訳 

下り発 （人） 下り発 （人） 上り発 （人） 

警
」 人 発 り 上 

駅所在地 
前年度

乗車人員 

（人） 

（別記第1号様式） 

放置自転車等対策推進税申告書受付書 

受 付 印 

~ 一一 

放置自事 ~云車等対策推進税申告書（ 年度） 

豊島区長 	 年 月 日提出 

豊島区放置自転車等対策推進税条例第7条第1項の規定に基づき、下記のとおり申告します。 

課税標準 
（乗車人員の計） 

① 

税  率 

② 

晦 

円 

① 

x 
 ② 
③ 

納付予定事項 
（納付予定日、金融機関・支店名） 

j 	二人 0,74円 

A lA""“一‘コ「 Jノ］'1pJvノ’’り露スノJ‘コニレ I'-切“ユ L」、、て二 vノ’而鰍てリ‘叫1古、c二’つ。 ’ 
2 甲告書を提出する際Iコよ、放置自転車等対策推進税申告書付表を必ず添付することQ 
3 前年度乗車人具のI弾ドつと、ては路線ごとの駅男些記載するもPとする。ま1と、内訳欄の数値は、放置自転車等対策推進税申告書付表

における当該駅の棄降車人員の（ア）、（イ尽切、（ェ）欄の数値とー教しなければならなし、 
4 本申告に係る税額を既に納付している場合には、その領収書の写しを添付することこの場合、納付予定事項棚への記載は必要がない。 



放置自転車等対策推進税申告書付表 

年度申告分（課税標準算定期間； 

（鉄道事業者名） 

 

年3月） 
単位；人 

路
線
名 

当該駅の 
	 ｛ア） 

乗降車人員 

他社線との 
乗り換え人員 

自社線の 
乗り継ぎ人員 

当該駅の 
	 （ア） 

乗降車人員 

他社線との 
乗り換え人員 

自社線の 
乗り継ぎ人員 
	

線 

当該駅の 
乗降車人員 
	

駅 

他社線との 
乗り換え人員 

線 自社線の 
乗り継ぎ人員 

当該駅の 
乗降車人員 
	

駅 

他社線との 
乗り換え人員 

自社線の 
乗り継ぎ人員 
	

線 

（イ） （ウ） （エ） 

駅 

線 

（イ） （ウ） （エ） 
駅 

線 

（ア） （イ） （ウ） （エ） 

線 

（ア） （イ） （ウ）」 （エ） 

区 分 

発 

下 り 

着 

定期外 

発 

上 り 

着 

下り発 

{＝上り着〉 

定期 

上り発 

(=＝下り着） 

l
。
乙
。リ 

4
‘
にJ
(
b"
'
8 

淘 

穫麟鷲I(-fl ('7L (I)10JiJ (Hfl響麟難難「馨島難か 

鍵麟綴購難難灘鷺無麟急上。 



豊 島 区 領収証書 

00140-6-960028 郵便振替口座 

加 入 者 豊 島 区 収 入ー 役 

節コード 131164 

年度 会計 

自治体コード 

般 会 計 

款 

目 放置自転車等対策推進税 

特 ,別 区 税 
	

放置自転車等対策推進税 

領収 日 付印 上記の金額を領収しました。 

28 00140-6-960028 

自治体コード 131164 節コード 

年度 会計 ― 般 会 計 

目 節 放置自転車等対策推進税 
ノ 

億 百 万 千 百 十 円 

地
称

者
在
名 又 

所
名

住
氏 

申告 修正申告 更正 ・ 決定 申 告 区 分 

備考 領収 日 付印 

百 百 
」 

円 千 万 億 十 千 十 

主管課名 総務部税務課 課コード 012 

首 千 

申告 

主管課名 総務部税務課 課コード 012 

（納税者保管） 

整理Na  

‘も区 原 符 

、整理Na 

億 

金 額 

修正申告 更正 ・ 決定 

金額内訳 

億 千 百 十 万 千 百 十 円 
税 	 額 

延 	滞 	金 

過少申告加算金 

不申告加算金 

重 加 算 金 

合 	計 	額 

納期限 

職理Nu 、 	 血f，よ4番ョ女又ン 

豊 止区 m付 

刊
済 

胃
通 

永

知納 

書 

 28 郵便振替ロ座 00140-6-960028 
加 入 者 豊 島 区 収 入 役 

自治体コード 131164 節コード 

年度 会計 ー→ 	般 	会 	計 

款 特 別 	区 税 項 放置自転車等対策推進税 

目 放置自転車等対策推進柳 節 

金 額 

億 千 百 一
、 

 万 千 百‘ 十 円 

納 付 者 
住所・所在地 
氏名又は名称 

申 告 区 分 申告 修正申告 更正 ・ 決定 

金額内訳 

億 千 百 十 万 千 百 十 円 
税 	額 
延 	, 滞 	金 

過少申告加算金 

不申告加算金 

重 加 算 金 

合 	計 , 	額 

備考； 

納期限 年 	月 	日 

上記の金額を納付します。 領収日付印 

納付場所 
豊島区指定金融機関 

（区役所派串所を含む） 

東京都特別区公金収納取扱店 

東京都、山梨県及び関東各県所在
の郵便局 

豊島区金銭出納員 

‘ 

■，lhョ三 1一 J、白！干 )3Q
取りまとめ局ふど，ニY一z'‘ー“ンル U 

_9794 
二ニ！了き 

東京貯金事務センター 

主管課名 総務部税務課 課コード 012 

（主管課保管） 

（別記第 2 号様式〕 

豊 島 区 収 入 役 

金 額 

特 款 税 別 項 放置自転車等対策推進税 

、 

金額内訳 
億 千 百 十 万 千 百 十 円 

税 	額 
延 

滞 

金 

過少申告加算金 

不申告加算金 

重 加 算 金 

合 	計 	額 

】 

納期限 

口 

一  月 年 

畷 

（金融機関又は郵便局保管） 

轟
蹄 

付
所m 

納
所
名

住
氏 

申 告 区 分 

郵便振替口座 

加 入 者 



課税標準 
（乗車人員の計） 

税 率 

所 在 地 

（担当部署名） 

（担当者名） 

（電話番号） 

印一 

納
税

義
務

者 

称及び代表者氏名 

この申告の 
担当部課名等 

昌
口 

年4月～ 年3月）乗車人員内訳 前年度（ 
前年度

乗車人員 

二（人）、 

定期外 

下り発 （人） 上り発 （人） 

定期 

下り発 （人） 上り発 （人） 

絡
び
名

線
庭

尺 

駅所在地 

税額（円） 

①×② 
③ 

減免申請額 
又は決定額 

（円） ④ 

納付額（円） 

③―  ④ 
⑤ 

差引増差
納付年月日 区分 

修正申告 

(A)  

既確定分 

(B)  

差引増差 

(A-B) 
（注）1 税額に百円未満の端数が生じた場含は、その端数を切り昏てをする。 

2 この修正申告書を提出する際には当初提出した「放置自転車等対策推進税申告書付働を修正のうえ必ず添付すること。 
§ 前年夏乗軍天頁a濡載に石いてば蕗線どどの駅男りに記載するものとする。また、内訳欄の数値は、修正した放置自転軍毎対策推進税

申告書付表における当該駅の乗降車人員の（ア）、（イ）、（ウ）、（エ）棚の数値と一致しなければならないa 
4 減免額については、申請中の場合は申請額を、決定通知を受けている場合には決定額を記載すること 

年 月 日 

0.74円 

0.74円 

（別記第3号様式） 

放置自転車等対策推進税修正申告書受付書 修正申告用 

受 付 印 

放置自転車等対策推進税修正申告書（ 年度） 

豊島区長 	 ， 	 年 月 日提出 

繕賢放置自転車製議uJ響鱗難観鷲馨pL とおり修正帯告し茎す。日に 



放置自転車等対策推進税更正・決定等通知書 

納税義務者 

（所在地） 

（名称及び代表者氏名） 

豊島区長 

（別記第4号様式） 

年 

回 

放置自転車等対策推進税の 課税標準・税額・加算金額・重加算金額 を下記のとおり 更正・決定

したので、豊島区放置自転車等対策推進税条例第11条の規定に基づき通知します。この通知書によって 

納付すべき金額は、 	年 月 日までに納付して下さい。 

なお、不足税額については、法定納期限の翌日から納付の日までの期間に応じ、不足金額（Lo0G円

未満の端数があるとき、又はその金額が2, 0加円未満であるときは、その端数金額又は全額を切り捨て

ます。）に年14t 0U O（この通知書による納期限までの期間又はその納期限の翌日からI月を経過する日ま

での期間については、年7. 3％を上限として，毎年その前年のH月30日を経過する時における公定歩合

に、年4％の割合を加算した割合）を乗じて計算した金額を延滞金として加算します。この場合におけ

る年当りの割合は、閏年の日を含む期間についても、365日当りの割合です。 

年度放置自転車等対策推進税 （課税標準算定期間 	年4月～ 	年3;W 
申告区分等 

既確定分の申告区分； 、年 月 日 申告・修正申告・更正・決定 分 

    

既に確定した分 

課税標準額 ① 人 

税額（ajx税率） ② 

人 人 

円 円 円 

区 分 

減免額 
	

③  円 円 円 

更正・決定分 差引増減 

差引額 《②）ー（③）) 

差引不足税額 ⑥ 

④ 
	

円 ⑤  円 ⑥  円 

（ア） 
	

円 

加算金等計算欄 既に確定した分 更正・決定 差引増減 

基礎となる税額 

過少申告加算金⑦ 

不申告加算金 ⑧

重加算金 ⑨ 

計（⑦＋⑧＋⑨） 

合計金額（ア）+（イ） 

更正・決定等の理由 

※この処分について不服がある場合は、この文書を受け取った日の翌日から起算して60日以内に区長に対して異議申立てをすることが

できます。この処分Q●取消しを求める訴えは、前記の異議巾立てに係る決定の送達を受けた日の翌日から起算して6か月以内に区を
被告として（区長が被告の代表者になります。）提起しなければならないこととされていますq なお、処分の取消しの訴えは、前記
の異議申立てに対する決定を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①異議申立てがあった日から 3か月
を経過しても決定がないとき、（②）処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、 
③その他決定を経ないことにつき正当な理由があるときは、決定を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます‘ただ
し、決定の,日から、 1年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することはできません。一 

円 円 円 

円 円 円 
円

円 

円
こ
円 

円
円 

円 円 （イ） 円 



日） 年 申請区分 年度放置自転車等対策推進税（申告年月臣； 

台 日 円 

．条例第14条第I項第1号関係 

収容台数 

① 

前年度施設

開設日数 

② 

減免申請額

①x4万円× 
惚）ノ年度総日数） 

名 

×＼ 

（注）l競富説総麟胃勢綴津議器織警舞需認瓢隷欝鷲鷲、備考欄にその旨を記載すること。 

」鑑鶴轟難響鷲講難議蒜鷺発露静難薫器首驚捷 H諾欝言子と。 

/ 

計 

自転車等駐車場所在地 備 考 

 

（別記第S号様式） 

受 付 印 

放置自転車等対策推進税減免申請書 
豊島区長 
	

年 月 日提出 

納
税
義

務
者 

 

所 在 地 

    

 

名称及び代表者氏名 

  

印 

 

 

この申請の 
担当部署名等 

（担当部署名） 

（担当者名） 

（電話番号） 

  

       

豊島区放置自転車等対策推進税条例第14条第2項の規定に基づき、下記のとおり放置自転車 

等対策推進税の減免を申請します。 	プ 

2.. 条例第14条第I項第2号関係 

駅 名 提供用地所在地 
用地面積 

③ 

前年度用地

提供日数 

④ 

減免申請額 

③x 1万2千円× 
ー（④ノ年度総日数） 

備 

考 

 

m 
 日 円  

ー 計 
×

、、×、、 

（津）1 用地面稽I鳳は提供用地の面積を記載 iし、面積に lnf未満の端数がある場合は，その端委 文を irilに切り上げるものとする。 

2 年度途中で用地提供の新規契約又は契約終了があった場合は、備考欄にその提供開始年月日、終了年月日を明記すること。 

3 減免申請額の算出において百円未満の端数が生じた場合は、その端数を百円に切り上げるものとする。 

条例第14条第I項第3号関係 

(1）減免申請事由 ,理由 

(2）事前協議申出年月日 
	

減免申請額 

（注）記載欄 不足する 合は別紙記載とし、申請理由・内容を証する資料を必ず添付すること。 



円 減免額 

日 

計 ×、＼ 

~ 申請区分 年度放置自転車等対策推進税（申告年月日） 	年 

計 
××、 

条例第 4条第I項第1号関係減免額 

収容台数 

① 

前年度施設

開設日数 

② 

減 免 額
①x4万円× 
健）ノ年度総日数） 

円 台 

自転車等駐車場所在地 駅 名 備 考 

2‘条例第14条第1項第2号関係減免額 

前年度用地

提供日数 

④ 

減 J 免 額
③xl万2千円x 
(（④）ノ年度総日数） 

積 

③

！
面 

地 用 

円 ,m 

提供用地所在地 駅 名 備 考 

3．条例第14条第I項第3号関係減免額 

減免申請事由 

（別記第6号様式） 

放置自転車等対策推進税減免決定通知書 

納税義務者 

（所在地） 

（名称及び代表者氏名） 

様 	 豊島区長 
	

回 

一． ．一 年一 月 日付で申請のあった放置自転車等対策推進税の減免申請については、 

麗雛勤暴易譲響誉しましたので、豊島区放置自転車等対策推進税条例第14条第3項 

減免額及び減免後税額 

額  税
く 年 

月 

日 

中 

告 

、

ノ 

減免額計（1号＋2号＋3号） 
注）税額を上回る場合は税額相当分 減 

免 

後 

税 

額 

し 	“ 円 円 円 

※この処分について不服がある場合は、この文書を受け取った日の翌日から起算して60日以内に区長に対して異議申立てをすることが 

できます。この処分の取消しを求める訴えは、前記の異議申立てに係る決定の送達を受けた日の翌日から起算して6か月以内に区を

て（区長が被告の代表者になります。）提起しなければならないこととされています。なお、処分の取消しの訴えは、前記
立てに対する決定を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①異議申立てがあった日から 3 か月

ても決定がないとき、叫分．処分の執行又は手続きの獅二により生ずる著しい雛「を避けるため緊急の必要があるとき、 
証暑雇云‘；こ石三っきi藷な連函がおるときは、決定を経ないでも処分あ取消しの訴えを提起することができます。ただ 

し、決定の,日から、1年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することはできません。 



（名称及び代表者氏名） 

豊島区長 

年度放置自転車等対策推進税（申告年月日） 	年 月 申請区分 

放置自転車等対策推進税減免不承認決定通知書 

納税義務者 

（所在地） 

年 月 日付で申請のあった放置自転車等対策推進税の減免申請については、 

審査の結果、下記の理由により不承認となりましたので、豊島区放置自転車等対策推進税条例

第14条第3項の規定に基づき通知します。 

※認響窪顎務轟議総謡器鷲器農孟鯉 ffl? 鍵 L C60 El踏慧El 頴賛T 6 姦巨護 
被告として（区長が被告の代表者になります。）」提起しなければならないこととされています。なお、処分の取消しの訴えは、前記
の異議申立てに対する決定を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①異議申立てがあった日から 3 か月
を経過しても決定がないとき、②処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、 
③その他決定を経ないことにつき正当な理由があるときは、決定を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。ただ
し、決定の日から、 it 年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することはできません。 

,I 

Jー 



納税義務者 
名称・代表者氏名 

年度放置自転車等対策推進税（課税標準算定期問； 	年4月～ 	年3月） 

年 月 日 申告・修正申告・更正・決定 分 

、申告区分等 

在 所 地 

（別記第8号様式） 

放置自転車等対策推進税督促状 

年 月 

納税義務者 

（所在地） 

（名称及び代表者氏名） 

回 

下記の金額が未納となっていますので、至急、特別区指定金融機関等にお納めください。 

税 

額 

円 

加算金 

過 少 申 告 加 算 金 円  

不 申 告 加 算 金 円  

重 

加 

算 

金 

円 

延 

滞 

金 

地方税法第733条の17又は第733条の20による金額 

延滞令の計質 
ー ー ー… 

納期限の翌日から納付の日までの期問の日数に応じ納付・納入金額（L000円未満の端数があ
るとき、又はその金額が2, 0(11)円未満であるときは、その端数金額又は全額を切り捨てます。） 
に年14・6%（納期限の翌日から1月を経過する日までの期問にっいては，年7. 3％を上限として、 
毎年その前年のn月30日を経過する時における公定歩合に、年4％の割合を加算した割合）を
乗じて計算した金額を延滞金として加算します。この場合における年当りの割合は、閏年の日
を含む期間にっいても、3弱日当りの割合です。 

（注）1 この督促状を発した日から起算して1 日を経過した日までに上記の金額を完納しないときは、滞納処分を受けることになります。 
2 本状到着前に納付済みのときは．行き違いですので、ご容赦ください。 

七、望竺警？り麿型警る場令は、三の文書を受け取った日の翌日から起算して60日以内に区長に対して異議申立てをすること 
t 4.4.三押二0)響讐聾磐め予訴えIき、前起0)異議申立てに係る決走の送達を要けだEl q,1 El 張範ぞ爾；月繭V 
雲鷲急 Uc ( 慰警鴬0)1墜費慈墜れ獲起レなI控ばならないことどぎれでいまテ。忌5二元券蘇肩函）訴晃iミ『葺
尋 Q)異曹,竺了！懲ま予決序李縄奮隻で起ければ提起することができないことときhてしiまテ反あ豆証‘豆そ系おらだ首ふ 0ぶ
磐讐盛警費警りとき，畔珍り文l分の執存五爵扇苦の競if海薩う；言罰藻翫薪纂 紘巌蒜箆芸 
9Q)讐害鷲柳藍窯誓熱勲鴬タ雄愛鷲響塾でも辱夢諭じお誠、範務ぞ協篇墓i撲発 



（別記第9号様式） 

放置自転車等対策推進税 更正請求書 

日提出 

地方税法第加条の9の3 第I項・第2項の規定に基づき、次のとおり更正の請求をします。 

納
税
義
務
者 

所 在 地 

名称及び代表者氏名 印  

この請求の 
担当部署名等 

（部署名） 
	 （電話番号） 

（担当者名） 

更 正 の 請 求 対 象 
と な る 申 告 等 区 分 

年 

度 

年 

月 

日 

由

・ 

告 

修 

正 

申 

告 

更 

正 

決 

定 

分 

摘 	 要 更正の請求前 更正の請求後 

課税標準等 f 

税 	額 	等 

法第 20 条の 9 の 3 第 I項 
の更正の請求の場合 

法定納期限 	 年 	月 	日 

法第加条の 9 の 3 第 2 項 
の更正の請求の場合 

・

年 
一一 

 

第 

号 

の 

判 

決 

等 

の 

確 

定 

日 

月 

第2号の更正・決定等のあった日 	 年 	月 	日 

第3 号の 	 Z工二 	I二1 
政令で定める理由の生じた日 	 サー 	ノゴ 	口 

更正の請求をする理由及び請
求するに至った事情の詳細、 
その他参考となるべき事項 


